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前回（第14回）ご指摘事項 
1 

1. 申請原価が増額している理由 ・・・Ｐ.2 

2. 需要想定の根拠 別添資料7-1のＰ.10-11参照 

3. 効率化に対する考え方 別添資料8-1のＰ.27-29参照 

4. 競争入札の取り組み状況と今後の目標 別添資料8-1のＰ.38参照 

 



１．申請原価が増額している理由 ① 
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(1) 全体増減（東京地区等） 

（単位：億円） 

〔単年ベース 以下同様〕 

2,761 2,959

3社統合額 ※1 49

大口専用本支管 ※2 10

178

2,998 3,027

※1  2016/5に、「千葉ガス」「筑波学園ガス」「美浦ガス」の 29

　　　3社を経営・料金統合し、東京地区等への料金地区

　　　編入を実施したもの。

※2  これまで独立した区域外託送料金として算定していた大口専用本支管の原価が、通常区域内の託送料金原価として

　　　組み入れられることになったもの。（新託送供給約款料金算定省令第２条）

制度変更影響額の補正

(補正後) 現行原価 ①

＜内訳は次項参照＞

(補正後) 申請原価 ②

＜内訳は次項参照＞

(補正後) 増減額 ③＝②－①

原価の

移管

原価の

追加補正

事業者間精算収益

(連結託送原価)
68

申請原価現行原価



■ 制度変更影響額の補正 ＜内訳＞　…　ガス料金原価内の移転額

託送算入額

or 控除額

内管保安 352 託送に算入 （小売負担から託送負担へ変更）

圧送 ▲134 託送から控除 （託送負担から製造負担へ変更）

　※ ロードカーブ制導入に伴うもの

集金 ▲142 託送から控除 （託送負担から小売負担へ変更）

検針 3

需給調整費 30 新規託送原価項目 　※ ロードカーブ制導入に伴うもの

需要調査・開拓費 68 新規託送原価項目 　※ 導管整備促進策の一環

小　計 178

※プラスは算入額・マイナスは控除額

■ (補正後) 増減額 ＜内訳＞

増　減

本支管（高中低圧） 12

供給管・メータ ▲2

租税課金・事業報酬等 18

小　計 29

備　考

備　考

保安関連費（高経年対策投資）増加等

道路占用料、事業税の増加等

１．申請原価が増額している理由 ② 
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(2) 制度変更影響・補正後増減額の内訳（東京地区等） 

（単位：億円） 



１．申請原価が増額している理由 ③ 
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(1) 全体増減（群馬地区他） 

（単位：億円） 

34 73

原価の 原価の 事業者間精算費用※2

移管 減額補正 (卸元の連結託送料金)

4

39 39

=事業者間精算費加算前の申請原価

0

※1  これまで独立した区域外託送料金として算定していた大口専用本支管の原価が、通常区域内の託送料金原価として

　　　組み入れられることになったもの。（新託送供給約款料金算定省令第２条）

※2 パンケーキの解消により、卸元の事業者間精算料金(連結託送料金)を託送料金原価に加算することになったもの。

制度変更影響額の補正

＜内訳は次項参照＞

(補正後) 現行原価 ① (補正後) 申請原価 ②

(補正後) 増減額 ③＝②－①

現行原価 申請原価

▲ 34大口専用本支管※１ 1



１．申請原価が増額している理由 ④ 
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(2) 制度変更影響額の内訳（群馬地区他） 

（単位：億円） 
■ 制度変更影響額の補正 ＜内訳＞　…　ガス料金原価内の移転額

託送算入額

内管保安 4 託送に算入 （小売負担から託送負担へ変更）

需要調査・開拓費 1 新規託送原価項目 　※ 導管整備促進策の一環

小　計 4

■ (補正後) 増減額 ＜内訳＞

増　減

本支管（高中低圧） ▲0

供給管・メータ 0

小　計 0

備　考

備　考



１．申請原価が増額している理由 ⑤ 
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(1) 全体増減（四街道12Ａ地区） 

（単位：億円） 

5.2

0.4

5.6 5.5

▲ 0.1

＜内訳は次項参照＞

(補正後) 現行原価 ① 申請原価 ②

(補正後) 増減額 ③＝②－①

＜内訳は次項参照＞

現行原価

制度変更影響額の補正



１．申請原価が増額している理由 ⑥ 
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(2) 制度変更影響・補正後増減額の内訳（四街道12Ａ地区） 

（単位：億円） 
■ 制度変更影響額の補正 ＜内訳＞　…　ガス料金原価内の移転額

託送算入額

or 控除額

内管保安 0.6 託送に算入 （小売負担から託送負担へ変更）

圧送・ホルダー ▲ 0.1 託送から控除 （託送負担から小売負担へ変更）

集金 ▲ 0.2 託送から控除 （託送負担から小売負担へ変更）

需要調査・開拓費 0.1 新規託送原価項目 　※ 導管整備促進策の一環

小　計 0.4

※プラスは算入額・マイナスは控除額

■ (補正後) 増減額 ＜内訳＞

増　減

本支管・供給管・メータ ▲ 0.1

備　考

備　考


